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伊佐市告示第56号 

 

   伊佐市産業活性化事業補助金交付要綱 

 伊佐市起業チャレンジ支援事業補助金交付要綱（平成30年伊佐市告示第47号）の全部

を改正する。 

(趣旨) 

第１条 この告示は、本市の地域産業の振興を図るため、市内で事業を行う者に対し、

予算の範囲内において、伊佐市産業活性化事業補助金（以下「補助金」という。）を

交付することについて、伊佐市補助金等交付規則（平成20年伊佐市規則第36号）に定

めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(１) 移住 転入の直前に市外に継続して10年以上居住していた者が申請日前３年から

第12条に規定する実績報告書の提出日（以下「実績報告日」という。）までに市内

に転入することをいう。 

(２) 立地 市内に事業所を有しない法人が申請日前３年から実績報告日までに新たに

市内に事業所を設置することをいう。 

(3)  特定創業支援事業 産業競争力強化法（平成25年法律第98号）第127条第１項の認

定を受けた伊佐市創業支援等事業計画における特定創業支援事業をいう。 

(4) 起業 次のいずれかに該当する場合をいう。 

ア 事業を営んでいない個人が、市内で事業を開始する場合 

イ 事業を営んでいない個人又は団体が新たに法人を設立し、市内で事業を開始す

る場合 

ウ 移住に伴い、市内で事業を開始する場合 

エ 立地に伴い、市内で事業を開始する場合 

(5) 起業の日 次のいずれかに該当する日をいう。 

ア 管轄する税務署に提出した開業等届出書に記載された開業年月日 

イ 本市へ提出した法人等設立（設置）申告書に記載された設立（設置）年月日 

(6) 起業者 次のいずれにも該当する者をいう。 

ア 別表第１に掲げる業種において、起業を予定している者又は起業の日から１年
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未満の者 

イ 特定創業支援事業による支援を修了した者又は実績報告日までに修了する見込

みがある者 

ウ 継業者に該当しない者 

(7) 継業 次のいずれかに該当する場合をいう。 

ア 市内に事業所を有する個人事業主から、別の個人事業主（継業に伴い開業する

予定の個人を含む。以下同じ。）又は法人が、事業所及び経営資源の全て又は主

たる部分を譲り受け（賃借を含む。）、事業を承継する場合 

イ 市内に事業所を有する法人から、別の個人事業主又は法人が、事業所及び経営

資源の全て又は主たる部分を譲り受け（賃借を含む。）、事業を承継する場合（法

人の代表者の退任に伴い、当該法人の役員又は従業員が代表に就任し、事業を承

継する場合を除く。） 

(8) 継業の日 次のいずれかに該当する日をいう。 

ア 管轄する税務署に提出した開業等届出書に記載された開業年月日 

イ 登記簿上の代表者が継業者へ変更となった日 

ウ 事業譲渡等の契約における譲渡の日 

(9) 継業者 次のいずれにも該当する者をいう。 

ア 別表第１に掲げる業種において、継業を予定している者又は継業の日から１年

未満の者（前経営者の親族を含む。） 

イ 譲渡（賃借を含む。）された事業所において、事業を開始する予定の者又は開

始している者 

(10) 空き店舗 申請日時点で事業の用に供されていない市内の店舗、倉庫、事務所そ

の他の事業活動を行う施設をいう。 

(11) 空き店舗活用事業者 次のいずれにも該当する者をいう。 

ア 別表第１に掲げる業種において、空き店舗を活用して事業を開始する者（既に

市内の別の店舗で事業を行っている者を含む。ただし、やむを得ない理由による

移転を除き、市内で営業している店舗から空き店舗への移転により、移転前の店

舗を空き店舗とする者を除く。） 

イ 空き店舗所有者と同一世帯若しくは生計を一にする者でない者又は空き店舗所

有者の配偶者若しくは二親等内の血族若しくは姻族でない者 

(12) 認定農業者 農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）の農業経営改善計
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画、酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律（昭和29年法律第182号）の経営改善計

画又は果樹農業振興特別措置法（昭和36年法律第15号）の果樹園経営計画の認定を

受けた者をいう。 

(13) 特産品 認定農業者が、自ら生産する農林水産物を加工することにより新たに開

発する商品をいう。 

(1４) ６次産業化 市内にある地域資源を原材料として新たに加工・販売を行うこと、

又は特産品開発・販売や体験型観光などにより地域産業の付加価値の向上に取り組

むことをいう。 

(1５) 増改築 事業に必要な施設を増築、改築又は修繕することをいう。 

(補助対象者) 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号の

いずれにも該当するものとする。 

(１) 起業者、継業者、空き店舗活用事業者又は認定農業者  

(２) 伊佐市商工会の会員又は実績報告日までに会員となる見込みがある者 

(３) 事業に必要な許認可等を取得している者又は実績報告日までに取得する見込みの

ある者 

(４) 補助金の交付決定を受けた日の属する年度内に第12条に規定する実績報告書及び

その添付書類を提出し、報告書類の審査及び完成検査を受けることができる見込み

のある者 

(５) 市内に住所を有し、居住する者又は市内に事業所を有する法人の代表者（実績報

告日までに移住する者又は立地する法人の代表者を含む。） 

(６)  伊佐市企業立地等促進条例（平成22年伊佐市条例第26号）に定める伊佐市企業立

地等促進補助金の交付を受けない者 

(７) 市区町村税の滞納がない者 

(８) フランチャイズチェーン等に加盟していない者 

(９) 補助金の交付を受けた日から３月以内に事業を開始できる見込みのある者 

(10) 金融機関等からの資金調達が十分に見込める者 

(11) 事業を通じて公序良俗に反する行為、政治的活動又は宗教的活動に関する行為を

行わない者 

(12) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第２項に規定する暴力団又は同条第６項に規定する暴力団員と密接な関係がない者 
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(13) 過去にこの告示による改正前の伊佐市起業チャレンジ支援事業補助金交付要綱の

規定に基づく補助を受けていない者 

(補助金の種類) 

第４条 補助金の種類は、次に掲げるものとする。ただし、複数の補助金に該当する場

合、補助金の交付申請は１つに限る。 

(１) 起業支援補助金 

(２) 継業支援補助金 

(３) 空き店舗解消支援補助金 

(４) ６次産業化支援補助金 

(補助金の対象経費及び額) 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は別表第２

に定めるものとし、補助金の額は、別表第３に定めるものとする。この場合において、

補助対象経費の合計が150万円を超える場合を補助金交付の対象とする。 

２ 前項に定めるもののほか、補助対象経費が300万円を超え、かつ別表第４に示す区分

の条件を満たす場合は、それぞれ同表に定める金額を補助金の額に加算する。 

(補助金の交付申請) 

第６条 補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、別に定める期日までに

産業活性化事業補助金交付申請書（様式第１号）に別表第５に掲げる書類及びその他

市長が必要と認める書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(補助金の交付決定) 

第７条 市長は、前条による補助金の交付申請があった場合は、その内容を審査のうえ

交付の可否を決定し、産業活性化事業補助金交付決定（却下）通知書（様式第２号）

により通知するものとする。 

２ 市長は、前項の補助金の交付を決定する場合において、補助金の交付の目的を達成

するために必要があると認めるときは、必要な条件を付することができる。 

(現場確認) 

第８条 市長は、事業を適正に執行するため、現場において状況を確認することができ

る。 

(申請の取下げ) 

第９条 第７条第１項の規定により交付決定を受けた補助対象者が、諸事情により申請

を取り下げるときは、市長と協議の上、産業活性化事業補助金申請取下げ書（様式第
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３号）を提出することにより、申請を取り下げることができる。 

２ 前項の規定により取下げを行ったときは、補助金の交付決定はなかったものとみな

す。 

(補助対象経費の内容等の変更) 

第10条 補助対象者は、第７条第１項の規定により交付決定を受けた後、補助対象経費

の内容等を変更するときは、産業活性化事業補助金変更申請書（様式第４号）に次に

掲げる書類を添えて市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

(１)  変更する補助対象経費の見積書の写し 

(２)  その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、変更の承認の可

否を決定し、産業活性化事業補助金変更承認（却下）通知書（様式第５号）により通

知するものとする。 

(事前着手承認) 

第11条 補助対象者は、やむを得ない事情により補助金の交付決定前に事業に着手する

必要があるときは、産業活性化事業補助金事前着手申請書（様式第６号）を市長に提

出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、事前着手承認の

可否を決定し、その旨を産業活性化事業補助金事前着手承認（却下）通知書（様式第

７号）により通知するものとする。 

(実績報告) 

第12条 補助対象者は、施設整備及び設備導入が完了したときは、産業活性化事業実績

報告書（様式第８号）に別表第６に掲げる書類及びその他市長が必要と認める書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

(補助金額の確定) 

第13条 市長は、前条に規定する実績報告書を受理したときは、その報告内容が補助金

の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助

金の額を確定し、産業活性化事業補助金交付額確定通知書（様式第９号）により通知

するものとする。 

(補助金の請求) 

第14条 前条の通知を受けた補助対象者は、補助金の交付を請求しようとするときは、

産業活性化事業補助金交付請求書（様式第10号）を市長に提出しなければならない。 
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(補助金の交付決定の取消し又は補助金の返還) 

第15条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金

に係る交付決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命

ずることができる。 

(１) 補助金をその目的以外の用途に使用したとき。 

(２) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他市長が指示した事項に違反

したとき。 

(３) 交付申請書その他の関係書類に虚偽の記載をし、又は施設整備及び設備導入の実

施について不正な行為をしたとき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、この告示の規定に違反したとき。 

(財産の処分の制限) 

第16条 補助対象者は、補助対象経費として取得した財産又は効用の増加した財産（減

価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に規定する財産を

いう。以下「取得財産」という。）を補助金の交付を受けた年度の翌年度から起算し

て３年間は、市長の承認を受けずに認定事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、若しくは担保に供し、又は廃棄してはならない。ただし、当該取得財産の

耐用年数を経過しているときは、この限りでない。 

２ 市長は、補助対象者が補助金の交付を受けた年度の翌年度から起算して３年以内に

当該取得財産を処分することにより収入がある又は見込まれる場合は、交付した補助

金の全部又は一部に相当する金額を納付させるものとする。 

(その他) 

第17条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ 改正後の規定は、この告示の施行の日以降に交付する補助金について適用し、同日

前に改正前の規定に基づき交付した補助金については、なお従前の例による。 
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別表第１(第２条関係) 

大分類 中分類 

製造業 属する全ての製造業 

情報通信業 情報サービス業 

インターネット付随サービス業 

運輸業 道路旅客運送業 

卸売業 小売業 各種商品小売業 

織物・衣服・身の回り品小売業 

飲食料品小売業 

機械器具小売業 

その他の小売業 

生活関連サービス業 娯楽業 洗濯・理容・美容・浴場業 

その他の生活関連サービス業 

宿泊業 飲食サービス業 宿泊業 

飲食店 

持ち帰り・配達飲食サービス業 

教育・学習支援業 その他の教育、学習支援業 

サービス業（他に分類されないもの） 自動車整備業 

備考 業種の分類は、総務省統計局発表の＜平成18年度事業所・企業統計調査産業 

分類一覧＞による。 

別表第２(第５条関係) 

経費区分 内容 

施設整備費 新築又は増改築する費用。ただし、土地・建物の取得費用は除く。 

設備導入費 機械装置・工具・器具等の購入費用のうち、業者から購入する費用。

ただし、「継業支援補助金」における継業の際の譲渡に係る費用は除く。 

備考 補助対象経費以外の用に供する部分は、その全部又は延床面積にて按分した額

を控除する。 

別表第３(第５条関係) 

補助金の種類 補助対象経費 補助金の額 加算を含めた補

助金の上限額 
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起業支援補助金 別表第１に掲げる業

種の起業に必要と認

められる別表第２に

掲げる経費 

補助対象経費の合

計の５分の２以内

で、80万円を上限と

する。 

140万円 

継業支援補助金 別表第１に掲げる業

種の継業に必要と認

められる別表第２に

掲げる経費 

補助対象経費の合

計の３分の１以内

とし、60万円を上限

とする。 

90万円 

空き店舗解消支

援補助金 

別表第１に掲げる業

種において、空き店

舗を活用して事業を

行う際に必要と認め

られる別表第２に掲

げる経費 

補助対象経費の合

計の３分の１以内

とし、60万円を上限

とする。 

90万円 

６次産業化支援

補助金 

６次産業化に必要と

認められる別表第２

に掲げる経費 

補助対象経費の合

計の５分の２以内

とし、80万円を上限

とする。 

140万円 

備考 補助金の額は、1,000円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てるもの

とし、他の補助金等の交付の対象とした経費については、補助対象経費から除く。 

別表第４(第５条関係) 

区分 条件 加算金額 

地元加算 施設整備費の全てを市内の業者に発注する場合 30万円 

空き店舗加算 空き店舗を活用して事業を行う場合（「空き店舗解消支

援補助金」及び「継業支援補助金」を除く。） 

30万円 

別表第５(第６条関係) 

補助金の種類 添付書類 

起業支援補助金 (１) 事業計画書・収支予算書 

(２) 誓約書 

(３) 承諾書（法人の場合） 
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(４) 着工前の現況写真 

(５) 工事設計図の写し（施設整備の場合） 

(６) 見積書の写し 

(７) 住民票又は定款（法人の場合）の写し 

(８) 滞納のない証明書の写し 

継業支援補助金 (１) 事業計画書・収支予算書 

(２) 誓約書 

(３) 前経営者の最近の申告書の写し 

(４) 着工前の現況写真 

(５) 工事設計図の写し（施設整備の場合） 

(６) 見積書の写し 

(７) 住民票又は定款（法人の場合）の写し 

(８) 滞納のない証明書の写し 

空き店舗解消支援補助金 (１) 事業計画書・収支予算書 

(２) 誓約書 

(３) 着工前の現況写真 

(４) 工事設計図の写し（施設整備の場合） 

(５) 見積書の写し 

(６) 住民票又は定款（法人の場合）の写し 

(７) 滞納のない証明書の写し 

６次産業化支援補助金 (１) 事業計画書・収支予算書 

(２) 誓約書 

(３) 農業経営改善計画認定書の写し 

(４) 最近の申告書の写し 

(５) 着工前の現況写真 

(６) 工事設計図の写し（施設整備の場合） 

(７) 見積書の写し 

(８) 住民票又は定款（法人の場合）の写し 

(９) 滞納のない証明書の写し 

 

別表第６(第12条関係) 
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補助金の種類 添付書類 

起業支援補助金 (１) 開業届の写し 

(２) 特定創業支援事業による支援を受けたことの証明

書の写し 

(３) 伊佐市商工会会員証の写し 

(４) 営業許可証の写し（営業に際し、許認可等が必要な

場合） 

(５) 請求書・領収書の写し 

(６) 工事中及び完成後の写真 

継業支援補助金 (１) 廃業届、開業届、申告書又は登記事項証明書の写し 

ア 個人事業主から個人事業主への承継の場合 

  ・廃業届の写し  

・開業届又は最近の申告書の写し 

イ 個人事業主から法人への承継の場合 

  ・廃業届の写し  

・登記事項証明書の写し 

ウ 法人から個人事業主への承継の場合 

  ・登記事項証明書の写し  

・開業届又は最近の申告書の写し 

エ 法人から法人への承継の場合 

  ・登記事項証明書の写し 

(２) 事業譲渡等の契約書の写し 

(３) 伊佐市商工会会員証の写し 

(４) 営業許可証の写し（営業に際し、許認可等が必要な

場合） 

(５) 請求書・領収書の写し 

(６) 工事中及び完成後の写真 

空き店舗解消支援補助

金 

(１) 賃貸借契約書又は登記証明書の写し 

(２) 伊佐市商工会会員証の写し 

(３) 営業許可証の写し（営業に際し、許認可等が必要な

場合） 
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(４) 請求書・領収書の写し 

(５) 工事中及び完成後の写真 

６次産業化支援補助金 (1) 伊佐市商工会会員証の写し 

(２) 営業許可証の写し（営業に際し、許認可等が必要な

場合） 

(３) 請求書・領収書の写し 

(４) 工事中及び完成後の写真 

 


